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（別紙） 

新 旧 対 照 表 

指定施設における業務の範囲等及び介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等について  

（昭和６３年２月１２日付け社庶第２９号厚生省社会局長・児童家庭局長連名通知） 

改正 現行 

別添１ 

指定施設における業務の範囲等 

 

１ 福祉に関する相談援助業務の範囲 

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和６２年厚生省令第４９号。以

下「施行規則」という。）第２条第１号から第１３号までに定める施設にお

いて、福祉に関する相談援助の実務経験を有すると認められる職種は、次の

とおりとする。 

（１）～（４） （略） 

（５）施行規則第２条第２号に規定する障害児入所施設及び障害児通所支援事

業を行う施設（児童発達支援センターに限る。）にあっては、児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準第４９条第１項（同条第９項において準用され

る場合を含む。）、第４項、第１２項及び第１４項、第５８条第１項、第３項

及び第６項、第６３条第１項、第４項及び第７項並びに第６９条に規定する

児童指導員、保育士、児童発達支援管理責任者及び心理指導担当職員 

（６）施行規則第２条第２号に規定する児童心理治療施設にあっては、児童福

祉施設の設備及び運営に関する基準第７３条第１項に規定する児童指導員、

保育士、個別対応職員及び家庭支援専門相談員 

（７）・（８） （略） 

（９）施行規則第２条第２号に規定する障害児通所支援事業を行う施設（児童

発達支援センターを除く。）にあっては、児童福祉法に基づく指定通所支援

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５

号）第５条第１項、第３項第３号及び第５号、第５６条第１項第２号、第３

号及び第６号、第６６条第１項並びに第７３条第１項第２号に規定する指導

員、保育士、児童発達支援管理責任者、児童指導員及び障害福祉サービス経

験者 

（１０）～（１４） （略） 

（１５）施行規則第２条第６号に規定する救護施設及び更生施設にあっては、

救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する基

準（昭和４１年厚生省令第１８号）第１１条第１項第３号及び第１９条第１

項第３号に規定する生活指導員 

別添１ 

指定施設における業務の範囲等 

 

１ 福祉に関する相談援助業務の範囲 

社会福祉士及び介護福祉士法施行規則（昭和６２年厚生省令第４９号。以下

「施行規則」という。）第２条第１号から第１３号までに定める施設におい

て、福祉に関する相談援助の実務経験を有すると認められる職種は、次のと

おりとする。 

（１）～（４） （略） 

（５）施行規則第２条第２号に規定する障害児入所施設及び障害児通所支援事

業を行う施設（児童発達支援センターに限る。）にあっては、児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準第４９条第１項（同条第９項において準用され

る場合を含む。）、第４項、第１２項及び第１４項、第５８条第１項、第３項

及び第６項、第６３条第１項、第４項及び第７項並びに第６９条に規定する

児童指導員、保育士、児童発達支援責任者及び心理指導担当職員 

（６）施行規則第２条第２号に規定する情緒障害児短期治療施設にあっては、

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準第７３条第１項に規定する児童

指導員、保育士、個別対応職員及び家庭支援専門相談員 

（７）・（８） （略） 

（９）施行規則第２条第２号に規定する障害児通所支援事業を行う施設（児童

発達支援センターを除く。）にあっては、児童福祉法に基づく指定通所支援

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１５

号）第５条第１項、第３項第３号及び第５号、第５６条第１項第２号、第３

号及び第６号、第６６条第１項並びに第７３条第１項第２号に規定する指導

員、保育士及び児童発達支援管理責任者 

 

（１０）～（１４） （略） 

（１５）施行規則第２条第６号に規定する救護施設及び更生施設にあっては、

救護施設、更生施設、授産施設及び宿所提供施設の設備及び運営に関する最

低基準（昭和４１年厚生省令第１８号）第１１条第１項第３号及び第１９条

第１項第３号に規定する生活指導員 
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（１６）施行規則第２条第７号に規定する福祉に関する事務所にあっては、社

会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１５条第１項第１号に規定する指導

監督を行う所員（査察指導員）、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８

３号）第１１条の２第１項及び第２項に規定する身体障害者福祉司、知的障

害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１３条第１項及び第２項に規定す

る知的障害者福祉司、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第６条及び

第７条に規定する社会福祉主事（老人福祉指導主事）、社会福祉法第１５条

第１項第２号に規定する現業を行う所員（現業員）、「家庭児童相談室の設

置運営について」（昭和３９年４月２２日付け厚生省発児第９２号）別紙（家

庭児童相談室設置運営要綱）第５に規定する家庭児童福祉の業務に従事する

社会福祉主事（家庭児童福祉主事）及び家庭児童福祉に関する相談指導業務

に従事する職員（専任の家庭相談員）、「福祉事務所における福祉五法の実

施体制の整備について」（昭和４５年４月９日付け社庶第７４号）に規定す

る面接相談員、売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）第３５条第１項及

び第２項に規定する専任の婦人相談員並びに母子及び父子並びに寡婦福祉

法（昭和３９年法律第１２９号）第８条第１項に規定する専任の母子・父子

自立支援員、「セーフティネット支援対策等事業の実施について」（平成１

７年３月３１日付け社援発第０３３１０２１号）別添１（自立支援プログラ

ム策定実施推進事業実施要領）３（１）に規定する就労支援事業に従事する

就労支援員及び生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条の６第１

項に規定する被保護者就労支援事業に従事する就労支援員 

（１７）～（２９） （略） 

 

２ 施行規則第２条第１４号に規定する施設及び当該施設において福祉に関す

る相談援助の実務経験を有すると認められる職種の範囲 

施行規則第２条第１号から第１３号までに掲げる施設に準ずる施設とし

て厚生労働大臣が認める施設及び当該施設において、福祉に関する相談援助

の実務経験を有すると認められる職種は、次のとおりとする。 

（１）～（５６） （略） 

（５７）「生活困窮者自立相談支援事業等の実施について」（平成２９年５月

１７日社援発第０５１７号）による改正前の「生活困窮者自立相談支援事業

等の実施について」別添１１（地域における生活困窮者支援等のための共助

の基盤づくり等事業実施要領）及び「生活困窮者自立相談支援事業等の実施

について」別添１３（熊本地震における被災者見守り・相談支援等事業実施

要領）に基づき、熊本地震の被災者に対する相談援助業務を実施する事業所 

・相談援助業務を行っている専任の職員 

（５８）・（５９） （略） 

（１６）施行規則第２条第７号に規定する福祉に関する事務所にあっては、社

会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１５条第１項第１号に規定する指導

監督を行う所員（査察指導員）、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８

３号）第１１条の２第１項及び第２項に規定する身体障害者福祉司、知的障

害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１３条第１項及び第２項に規定す

る知的障害者福祉司、老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第６条及び

第７条に規定する社会福祉主事（老人福祉指導主事）、社会福祉法第１５条

第１項第２号に規定する現業を行う所員（現業員）、「家庭児童相談室の設

置運営について」（昭和３９年４月２２日付け厚生省発児第９２号）別紙（家

庭児童相談室設置運営要綱）第５に規定する家庭児童福祉の業務に従事する

社会福祉主事（家庭児童福祉主事）及び家庭児童福祉に関する相談指導業務

に従事する職員（専任の家庭相談員）、「福祉事務所における福祉五法の実

施体制の整備について」（昭和４５年４月９日付け社庶第７４号）に規定す

る面接相談員、売春防止法（昭和３１年法律第１１８号）第３５条第１項及

び第２項に規定する専任の婦人相談員並びに母子及び父子並びに寡婦福祉

法（昭和３９年法律第１２９号）第８条第１項に規定する専任の母子・父子

自立支援員、「セーフティネット支援対策等事業の実施について」（平成１

７年３月３１日付け社援発第０３３１０２１号）別添１（自立支援プログラ

ム策定実施推進事業実施要領）３（１）に規定する就労支援事業に従事する

就労支援員及び生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条の６第１

項に規定する被保護者就労支援事業に従事する被保護者就労支援員 

（１７）～（２９） （略） 

 

２ 施行規則第２条第１４号に規定する施設及び当該施設において福祉に関す

る相談援助の実務経験を有すると認められる職種の範囲 

施行規則第２条第１号から第１３号までに掲げる施設に準ずる施設とし

て厚生労働大臣が認める施設及び当該施設において、福祉に関する相談援助

の実務経験を有すると認められる職種は、次のとおりとする。 

（１）～（５６） （略） 

 

 

 

 

 

 

 

（５７）・（５８） （略） 
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（６０）生活保護法第５５条の６第１項に規定する被保護者就労支援事業を行

っている事業所 

・就労支援員 

（６１）～（６５） （略） 

（６６）雇用保険二事業助成金制度に基づく障害者雇用安定助成金（障害者職

場適応援助コース）のうち、訪問型職場適応援助に係る受給資格認定法人 

・訪問型職場適応援助者養成研修を修了した専任の職員であって、ジョブコ

ーチ支援を行っている者 

（６７） （略） 

（６８）職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第８条に規定する公共職業

安定所 

・精神障害者雇用トータルサポーター 

（６９）「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱」（平成２１

年３月３１日付け２０文科生第８１１７号文部科学大臣決定）別記（スクー

ルソーシャルワーカー活用事業実施要領）に基づく教育機関及び「教育支援

体制整備事業費補助金（いじめ対策等総合推進事業）交付要綱」（平成２５

年４月１日付け文部科学大臣決定）別記（スクールソーシャルワーカー活用

事業実施要領）に基づく教育機関 

・スクールソーシャルワーカー   

（７０）施行規則第２条第１号から第１３号まで及び上記（１）から（６９）

までに定める施設以外の施設で福祉に関する相談援助を行う施設として厚

生労働大臣が個別に認めた施設 

・当該施設において、福祉に関する相談援助業務を行っている専任の相談員 

 

３ ２（７０）の厚生労働大臣の個別認定の取扱い要領 

（１）認定基準 

ア 当該施設における業務として、各種の福祉に関する相談援助業務を行

うことが、定款、実施要領等において明記されていること。 

（福祉に関する相談援助とは認められないものの例） 

医療相談、専ら職業紹介に関する相談を行うもの等 

イ 上記１及び２の（１）から（６９）までに定める職種と同等以上の福

祉に関する相談援助業務を行っている専任の相談員が配置されているこ

と。 

ウ 「専任の相談員」に該当する者は、当該施設の常勤者又は次の要件を

満たす者であること。 

（ア）当該施設設置者と雇用関係を有していること。 

（イ）労働時間が当該施設の常勤者のおおむね４分の３以上であるこ

（５９）生活保護法第５５条の６第１項に規定する被保護者就労支援事業を行

っている事業所 

・被保護者就労支援員 

（６０）～（６４） （略） 

（６５）雇用保険二事業助成金制度に基づく訪問型職場適応援助促進助成金受

給資格認定法人 

・訪問型職場適応援助者養成研修を修了した専任の職員であって、ジョブコ

ーチ支援を行っている者 

（６６） （略） 

 

 

 

（６７）「学校・家庭・地域連携協力推進事業費補助金交付要綱」（平成２１

年３月３１日付け２０文科生第８１１７号）別記（スクールソーシャルワー

カー活用事業実施要領）に基づく教育機関及び「教育支援体制整備事業費補

助金（いじめ対策等総合推進事業）交付要綱」（平成２５年４月１日付け２

４文科初第１１５５号）別記（スクールソーシャルワーカー活用事業実施要

領）に基づく教育機関 

・スクールソーシャルワーカー   

（６８）施行規則第２条第１号から第１３号まで及び上記（１）から（６７）

までに定める施設以外の施設で福祉に関する相談援助を行う施設として厚

生労働大臣が個別に認めた施設 

・当該施設において、福祉に関する相談援助業務を行っている専任の相談員 

 

３ ２（６８）の厚生労働大臣の個別認定の取扱い要領 

（１）認定基準 

ア 当該施設における業務として、各種の福祉に関する相談援助業務を行

うことが、定款、実施要領等において明記されていること。 

（福祉に関する相談援助とは認められないものの例） 

医療相談、専ら職業紹介に関する相談を行うもの等 

イ 上記１及び２の（１）から（６７）までに定める職種と同等以上の福

祉に関する相談援助業務を行っている専任の相談員が配置されているこ

と。 

ウ 「専任の相談員」に該当する者は、当該施設の常勤者又は次の要件を

満たす者であること。 

（ア）当該施設設置者と雇用関係を有していること。 

（イ）労働時間が当該施設の常勤者のおおむね４分の３以上であるこ
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と。 

エ ウに定める「専任」の判断基準は、上記１及び２の（１）から（６９）

までに定める職種のうち、この通知により「専任」であることが求めら

れているものに準用する。 

（２）認定の手続 

ア 社会福祉士養成施設等への入学又は入所に際して２（７０）に係るも

のについては、社会福祉士養成施設等において取りまとめ、入学又は入

所の決定前に別記様式により厚生労働大臣あて協議すること。 

イ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第７条第４

号又は第７号に係る社会福祉士受験者については、同法第１０条第１項

に規定する指定試験機関が取りまとめ、受験票を受験生あて送付する前

に別記様式により厚生労働大臣あて協議すること。 

 

 

別添２ 

 

介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等 

 

１ 介護等の業務の範囲 

  介護等の業務に従事したと認められる者は、次のとおりとする。 

（１）～（１８） （略） 

（１９）指定介護老人福祉施設（指定施設サービス等に該当する介護保険法第

８条第２７項に規定する介護老人福祉施設をいう。）又は指定地域密着型

介護老人福祉施設（指定地域密着型サービスに該当する同法第８条第２２

項に規定する地域密着型介護老人福祉施設をいう。）（特別養護老人ホー

ムを除く。）の介護職員 

（２０）～（３１） （略） 

（３２）「地域生活支援事業の実施について」別紙１（地域生活支援事業実施

要綱）別記９に基づく「移動支援事業」、別記１１（４）に基づく「日中

一時支援」又は別記１４（２）に基づく「盲ろう者向け通訳・介助員派遣

事業」を行っている施設の職員のうち、その主たる業務が介護等の業務で

ある者及び別記１１（２）に基づく「訪問入浴サービス」の介護職員 

（３３）～（３７） （略） 

 

２ 業務従事期間の計算方法 

 介護等の業務に従事した期間は、１の（１）から（３７）までに掲げる者と

して現に従事した期間を通算して計算するものとし、１の（１）から（３７）

と。 

エ ウに定める「専任」の判断基準は、上記１及び２の（１）から（６７）

までに定める職種のうち、この通知により「専任」であることが求めら

れているものに準用する。 

（２）認定の手続 

ア 社会福祉士養成施設等への入学又は入所に際して２（６８）に係るも

のについては、社会福祉士養成施設等において取りまとめ、入学又は入

所の決定前に別記様式により厚生労働大臣あて協議すること。 

イ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）第７条第４

号又は第７号に係る社会福祉士受験者については、同法第１０条第１項

に規定する指定試験機関が取りまとめ、受験票を受験生あて送付する前

に別記様式により厚生労働大臣あて協議すること。 

 

 

別添２ 

 

介護福祉士試験の受験資格の認定に係る介護等の業務の範囲等 

 

１ 介護等の業務の範囲 

  介護等の業務に従事したと認められる者は、次のとおりとする。 

（１）～（１８） （略） 

 

 

 

 

 

（１９）～（３０） （略） 

（３１）「地域生活支援事業の実施について」別紙１（地域生活支援事業実施

要綱）別記９に基づく「移動支援事業」又は別記１１（４）に基づく「日

中一時支援」を行っている施設の職員のうち、その主たる業務が介護等の

業務である者及び別記１１（２）に基づく「訪問入浴サービス」の介護職

員 

（３２）～（３６） （略） 

 

２ 業務従事期間の計算方法 

 介護等の業務に従事した期間は、１の（１）から（３６）までに掲げる者と

して現に従事した期間を通算して計算するものとし、１の（１）から（３６）
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までに掲げる者であった期間が通算１０９５日以上であり、かつ、介護等の業

務に現に就労した日数が５４０日以上である場合に、社会福祉士及び介護福祉

士法（昭和６２年法律第３０号）第４０条第２項第５号に該当するものとする。

ただし、同法附則第２条各号に該当する者については、１の（１）から（３７）

までに掲げる者であった期間が通算２７３日以上であり、かつ、介護等の業務

に現に就労した日数が１３５日以上とする。 

 

３ 業務従事期間の認定方法 

 介護等の業務に従事していたことの認定は、１の（１）から（２５）まで及

び（２７）から（３７）までに掲げる者であった期間については、使用者又は

施設、事業所等の長、１の（２６）に掲げる者であった期間については、使用

者又は有料職業紹介所の所長が発行する介護業務従事期間証明書（別記様式）

に基づいて厚生労働大臣（試験事務を指定試験機関に行わせる場合にあっては、

指定試験機関の長）が行う。 

 

までに掲げる者であった期間が通算１０９５日以上であり、かつ、介護等の業

務に現に就労した日数が５４０日以上である場合に、社会福祉士及び介護福祉

士法（昭和６２年法律第３０号）第４０条第２項第２号に該当するものとする。

ただし、同法附則第２条第１項に該当する者については、１の（１）から（３

６）までに掲げる者であった期間が通算２７３日以上であり、かつ、介護等の

業務に現に就労した日数が１３５日以上とする。 

 

３ 業務従事期間の認定方法 

 介護等の業務に従事していたことの認定は、１の（１）から（２４）まで及

び（２６）から（３６）までに掲げる者であった期間については、使用者又は

施設、事業所等の長、１の（２５）に掲げる者であった期間については、使用

者又は有料職業紹介所の所長が発行する介護業務従事期間証明書（別記様式）

に基づいて厚生労働大臣（試験事務を指定試験機関に行わせる場合にあっては、

指定試験機関の長）が行う。 

 


